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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は、就業人員数を記載しております。また(外書)は、臨時従業員の各連結会計期間における平均雇

用人員数であります。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしてい

ないため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。 

４ 第28期中間連結会計期間については、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査を受けておりません。 

５ 平成18年4月1日付で、連結子会社であった株式会社ロキエンジを合併し第30期中間期より子会社がありま 

せんので、中間連結財務諸表を作成していません。 

第一部 【企業情報】

回次 第28期中 第29期中 第30期中 第28期 第29期

会計期間

自 平成16年 
  10月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  10月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  10月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

自 平成16年 
  10月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成17年
  10月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

売上高 (千円) 3,339,707 3,537,022 ― 7,029,800 7,210,271

経常利益 (千円) 487,225 598,561 ― 1,148,191 1,412,344

中間(当期)純利益 (千円) 270,494 383,858 ― 661,459 872,087

純資産額 (千円) 3,004,489 3,963,434 ― 3,603,551 4,282,464

総資産額 (千円) 8,493,714 8,698,264 ― 8,834,004 8,689,680

１株当たり純資産額 (円) 2,673.27 3,292.16 ― 3,013.26 3,557.16

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 206.38 319.86 ― 537.91 725.53

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 35.4 45.6 ― 40.8 49.3

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 212,776 298,523 ― 653,946 793,460

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △381,340 97,679 ― △400,439 17,166

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △548,824 △450,509 ― △761,970 △994,578

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) 690,221 847,150 ― 900,471 718,059

従業員数 (名)
268
(127)

271
(135)

―
(―)

278
(130)

277
(136)



(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしてい

ないため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を記載しております。また(外書)は、臨時従業員の各会計期間における平均雇用人

員数であります。 

４ 第28期中間会計期間については、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査を受けておりません。 

５ 第28期中、第29期中、第28期及び第29期の営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシ

ュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高について

は、中間連結財務諸表を作成しているため記載しておりません。 

６ 持分法を適用した場合の投資利益については、当社は非連結子会社及び関連会社がありませんので、記載し

ておりません。 

７ 第28期中、第29期中、第28期及び第29期の１株当たり純資産額、１株当たり中間(当期)純利益については、

中間連結財務諸表を作成しているため記載しておりません。 

回次 第28期中 第29期中 第30期中 第28期 第29期

会計期間

自 平成16年 
  10月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  10月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  10月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

自 平成16年 
  10月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成17年
  10月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

売上高 (千円) 3,339,707 3,537,022 3,655,185 7,029,800 7,210,271

経常利益 (千円) 470,245 616,312 646,236 1,132,051 1,432,205

中間(当期)純利益 (千円) 253,571 398,850 384,283 645,199 889,190

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 1,284,080 1,284,080 1,284,080 1,284,080 1,284,080

発行済株式総数 (株) 1,404,000 1,404,000 1,404,000 1,404,000 1,404,000

純資産額 (千円) 3,096,989 4,071,589 4,590,449 3,696,714 4,282,464

総資産額 (千円) 8,597,495 8,791,799 8,481,307 8,917,908 8,689,680

１株当たり純資産額 (円) ― ― 3,787.81 ― ―

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― 318.10 ― ―

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― 69 69 95 156

自己資本比率 (％) 36.0 46.3 54.1 41.5 49.3

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― 430,769 ― ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― △122,167 ― ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― △437,283 ― ―

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) ― ― 589,306 ― ―

従業員数 (名)
256
(126)

258
(133)

281
(133)

264
(129)

277
(135)



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、当社は関係会社を有しておりませんので、該当事項はありません。  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 従業員数は、就業人員数であります。また(外書)は、臨時従業員の当中間会計期間における平均雇用人員数で

あります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

従業員数(名) 281(133)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間のわが国経済は、原油価格の高騰や米国経済の減速などの懸念材料はあったものの、

好調な企業業績を背景とした設備投資の増加、アジア・米国向けを中心とした輸出の増加、個人消費の

緩やかな回復により景気の拡大基調が続きました。 

当社の関連する業界の動向としまして、半導体業界は、あらゆる電子機器に組み込まれており、パソ

コン・携帯電話・IT関連機器の急速な需要増加を受けて、今後も高成長を記録すると予想されています

が、東アジア（中国、韓国、台湾）勢が急成長を遂げる中、日本企業はまさしく生き残りを賭け、競争

力の強化と生産・販売体制の確立を目指しグローバルシフトを進めようとしております。同時に、半導

体メーカーには、微細化や、ウエハ大口径化や、それにともなうプロセス技術の進展への対応が要求さ

れ、液晶メーカーには高速応答化や高精密化など、顧客へのソリューション提供力の強化が要求されて

おります。なお、競争力強化のための一層のコスト削減や法規制への確実な対応といった課題も解決す

ることが急務となっております。また、化学業界は、規模の大きな欧米企業との世界的な大競争にさら

されている中で、高機能・高付加価値化を目指したR&D戦略と事業構造の変革を進めながら、グローバ

ル戦略を軸にビジネス展開を行っており、食品・ライフサイエンス業界につきましては、徹底したロー

コストオペレーションの実現とグループ全体での効率化が追求され、併せて、「食の安全・安心」への

関心が、かつてないほど高まる一方で、店頭にはモノが溢れ、消費者の商品を見る眼はますますきびし

くなっており、魅力的な商品の開発と、サプライチェーン全体を通した安全・安心の提供が求められて

おります。 

このような状況の中で、フィルター関連部門では、エレクトロニクス分野の半導体業界、液晶業界向

けをはじめ、ケミカル分野、食品・ライフサイエンス分野の各業界に対しても国内外を問わず、積極的

に高精密な新製品を投入するなど、製造プロセス用フィルターカートリッジ及びフィルターシステムを

主体とする研究開発及び営業活動を展開してまいりました。 

また、その他関連部門では、高純度オゾン発生技術を中心とした半導体関連装置や環境関連の製品群の

開発、メンテナンス受注の確保に加え、給水管洗浄施工事業の業容拡大にも併せて注力してまいりまし

た。また、引き続き生産部門の合理化や情報関連への投資により経営効率の一層の向上に努めてまいり

ました。 

フィルター関連部門での販売におきましては、ケミカル・一般産業向けの売上は需要の動向を反映

し、前年対比弱含みで推移しましたが、エレクトロニクス分野では電子部品関連が、フラットパネルデ

ィスプレイや記録メディアの低調をカバーし、好調に推移し、食品・ライフサイエンス分野は飲料・ラ

イフサイエンス分野の軟調に比較し、食品関連の好調が牽引力となり前年同期の売上高を上回る増収と

なりました。フィルター関連部門の分野別売上高内訳は以下の通りです。 

 
その他関連部門の販売面におきましては、高濃度・高純度オゾン発生装置事業が設備の順調な投資傾

向により、また、給水管洗浄施工事業は一部の管理会社が認定工法と認めた事による拡販効果などによ

り大幅な増収となりました。 

分野区分 売上高（千円） 前期同期比（％）

エレクトロニクス 1,788,462 +0.1%

水処理・ケミカル・一般産業 937,447 △1.5%

食品・ライフサイエンス 707,406 8.4%

    合  計 3,433,317 1.3%



この結果、売上高は前年同期比で3.3％（１億18百万円）増加し、36億55百万円を達成いたしまし

た。利益面では、売上総利益が高付加価値製品の売上増及び生産性向上などから前年同期比で5.0％

（70百万円）増加するとともに、販売費及び一般管理費が節減によりほぼ横ばいに留まったことから、

営業利益は前年同期比8.0％（49百万円）増加し６億65百万円となり、経常利益においても前年同期比

4.9％（29百万円）増加し６億46百万円となりました。また、中間純利益につきましては、前年同期比

3.7%（14百万円）減少し３億84百万円となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、５億89百万円となりました。

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果得られた資金は４億30百万円となりました。主な増加要因は税引前中間純利益６億48

百万円及び減価償却費１億９百万円です。また、主な減少要因は法人税等の支払額３億53百万円及び退

職給付引当金の減少額22百万円です。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果支出した資金は１億22百万円となりました。主な収入は短期貸付金の減少による収入

12百万円及び賃貸料収入８百万円です。また、主な支出は有形固定資産の取得による支出87百万円及び

長期貸付金の貸付による支出29百万円です。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー)  

財務活動の結果支出した資金は４億37百万円となりました。主な収入は自己株式の売却による収入28

百万円です。また、主な支出は長期借入金の返済による支出３億61百万円及び配当金の支払額１億４百

万円です。 

  

なお、前中間会計期間は中間キャッシュ・フロー計算書を作成していないため、前年対比は行ってお

りません。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 前年同期比（％）は、前中間連結会計期間との対比となっております。 

  

(2) 受注実績 

当社は、見込み生産を行っているため該当事項はありません。 

  

(3) 販売実績 

当中間会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主要顧客別販売状況は、当中間会計期間において売上高の10％以上を占める顧客がない為、記載を省略し 

ております。 

３ 前年同期比（％）は、前中間連結会計期間との対比となっております。 

４ 前中間連結会計期間及び当中間会計期間における総販売実績に対する輸出高の割合 

  

 
５ 前中間連結会計期間及び当中間会計期間における主要な輸出先別の割合 

  

 
  

事業部門

当中間会計期間
(自 平成18年10月１日
至 平成19年３月31日)

(千円)

前年同期比(％)

フィルター関連部門 3,315,369 △4.3

その他関連部門 206,722 ＋171.3

合計 3,522,092 △0.5

事業部門

当中間会計期間
(自 平成18年10月１日
至 平成19年３月31日)

(千円)

前年同期比(％)

フィルター関連部門 3,433,317 ＋1.3

その他関連部門 221,868 ＋51.1

合計 3,655,185 ＋3.3

事業部門

前中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日
至 平成18年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年10月１日
至 平成19年３月31日)

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

フィルター関連部門 794,456 22.5 842,878 23.1

その他関連部門 ― ― ― ―

合計 794,456 22.5 842,878 23.1

輸出先
前中間連結会計期間

(自 平成17年10月１日
至 平成18年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年10月１日
至 平成19年３月31日)

アメリカ地域(％) 42.2 41.0

ヨーロッパ地域(％) 41.7 39.0

アジア地域(％) 16.1 20.0

合計 100.0 100.0



３ 【対処すべき課題】 

今後もフィルター関連事業におきましては高水準の利益率と持続的な成長を維持し、その他関連事業に

おいての高い成長性を両輪とした経営を目指してまいります。このため、フィルター関連事業におきまし

ては、高精密フィルターカートリッジの開発を加速させるために、クリーン度を増した製造環境を拡張

し、なお一層、製造環境の整備を行う必要があります。また、更なる市場拡大をグローバルに推進するた

めのマーケティング拠点としてアジア、欧米の駐在員事務所の機能の見直しを完了し、海外販売戦略を強

力に展開・推進する必要があります。このように、今後も研究・関発体制の強化、製造環境の整備をはじ

めとして、国内外における営業組織の充実と顧客サービスの向上による業容の拡大を進めていくことを当

面の課題としております。 

また、その他関連事業においては、給水管洗浄事業の拡大と高濃度・高純度オゾン発生装置事業の収益

改善に向けての施策を継続してまいります。そのためにスピーディーな意思決定や更なるコーポレートガ

バナンス、コンプライアンスの強化を目的とした取締役会の改革や内部監査組織の充実、情報システムの

信頼性の強化、人事・教育制度の見直し等により、企業の品質を更に高めてまいります。 

加えて、資産効率の向上策をさらに推進するとともに財務体質の強化を図ってまいります。 

今後におきましても、引き続き成長を見据えた独自の成長戦略を継続し、経営資源の重点的かつ効率的な

投入により、企業価値の増大を図っていきたいと考えております。 

  

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  



５ 【研究開発活動】 

  

当中間会計期間における研究開発活動は、産業用液体製造工程用フィルターカートリッジの新製品の開

発を主たる目的とし、国内外の先端分野から生み出される新原料・素材を基に研究開発活動を行っており

ます。 

また、国内外の情報記録分野、半導体・フラットパネルディスプレー・電子部品を始めとするエレクト

ロニクス業界や製薬・バイオなどのライフサイエンス業界などの最先端技術分野並びに成長分野からの高

性能・高精度フィルターに関する顧客ニーズ情報を基としたソリューション開発も積極的に行っておりま

す。 

同時に環境関連分野や半導体・液晶業界からの顧客ニーズ情報を基としたオゾンガスの活用による装置

開発や次世代研磨パッドの研究開発活動を積極的に行ってまいりました。 

  

部門別の主な研究開発活動を示すと次の通りであります。 

Ａ：フィルター関連部門 

  １．電子部品・光学フィルムの製造プロセスで使用される高精度フィルターの開発。 

  ２．環境負荷低減のため、長寿命及び減容性を考慮したフィルターカートリッジ及び 

    新規カプセルフィルターの開発。  

  ３．ナノファイバーを用いた高性能フィルターカートリッジの開発。  

  ４．クロスフロー濾過装置の研究・開発。  

  ５．サブミクロン領域の分析技術とゲル分離技術の研究。  

    なお、当部門の研究開発費は、77百万円であります。 

 

 Ｂ：その他 

  １.シリコンウエハーの研磨装置（ＣＭＰ）用のセリア固定型ＣＭＰパッド及び新タイプ 

   である電解ＣＭＰパッドの開発。 

  ２．半導体、ＦＰＤ製造プロセス向けの高濃度オゾンガス発生装置の開発。 

  ３．半導体、ＦＰＤ製造プロセス向けのオゾン水を利用した新洗浄システムの開発。 

  ４．給水管洗浄用の更なる改善、合理化並びに新規配管洗浄工法の開発。 

   なお、当部門の研究開発費は、27百万円であります。 

   

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において、重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 9,244,964

計 9,244,964

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月７日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 1,404,000 1,404,000 非上場・非登録
完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 1,404,000 1,404,000 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。 

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。 

２ 新株予約権発行日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、分割または併合の比率に応じ払込金

額を比例的に調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

  また、１株当たり払込金額を下回る価格で新株を発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により

払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
  

株主総会の特別決議日(平成16年３月11日)

中間会計期間末現在
(平成19年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日)

新株予約権の数(個) 28,080(注)１ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 28,080 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり2,020(注)２ 同左

新株予約権の行使期間
平成18年３月18日～
平成26年３月17日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  2,020
資本組入額  1,010

同左

新株予約権の行使の条件

 新株予約権の割当を受けた者

は、権利行使時において当社の

取締役または従業員たる地位に

あることを要する。ただし、任

期満了による退任、定年退職、

またはグループ会社への移籍に

基づく退任・退職で、当社の取

締役会が特に認めて書面で通知

したときは、引続き新株予約権

を退任・退職後５年間行使する

ことができる。 

 その他の条件は、本総会及び

新株予約権発行の取締役会決議

に基づき、当社と新株予約権の

割当を受けた者との間で締結す

る新株予約権割当契約書に定め

るところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するには、取

締役会の承認を受けなければな

らない。

同左

代用払込みに関する事項 － 同左

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

－ 同左

調整後払込金額＝
既発行株式数×調整前払込金額＋新規発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数



 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。 

２ 新株予約権発行日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、分割または併合の比率に応じ払込金

額を比例的に調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

  また、１株当たり払込金額を下回る価格で新株を発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により

払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
  

株主総会の特別決議日(平成16年12月24日)

中間会計期間末現在
(平成19年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日)

新株予約権の数(個) 47,080(注)１ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 47,080 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり2,407(注)２ 同左

新株予約権の行使期間
平成19年１月７日～
平成26年12月23日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  2,407
資本組入額  1,204

同左

新株予約権の行使の条件

 新株予約権の割当を受けた者

は、権利行使時において当社の

取締役または従業員たる地位に

あることを要する。ただし、任

期満了による退任、定年退職、

またはグループ会社への移籍に

基づく退任・退職で、当社の取

締役会が特に認めて書面で通知

したときは、引続き新株予約権

を退任・退職後５年間行使する

ことができる。 

 その他の条件は、本総会及び

新株予約権発行の取締役会決議

に基づき、当社と新株予約権の

割当を受けた者との間で締結す

る新株予約権割当契約書に定め

るところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するには、取

締役会の承認を受けなければな

らない。

同左

代用払込みに関する事項 － 同左

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

－ 同左

調整後払込金額＝
既発行株式数×調整前払込金額＋新規発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数



(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

 
  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成18年10月１日～ 
平成19年３月31日

－ 1,404,000 － 1,284,080 － 882,222



(5) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 上記のほか、当社が所有している自己株式192千株(13.68％)があります。 

  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社ワイエムワイ 東京都大田区山王２丁目11―10―502 372 26.50

ロキテクノ社員持株会 東京都品川区南大井６丁目20―12 124 8.89

ジャフコVl－B号投資事業有限  
責任組合

東京都千代田区丸の内１丁目８―２
(株式会社ジャフコ内)

105 7.48

伊 東 幹 夫 東京都大田区 88 6.30

伊 東 邦 夫 富山県富山市 84 6.00

伊 東   伸 東京都大田区 77 5.50

ジャフコVl－A号投資事業有限 
責任組合

東京都千代田区丸の内１丁目８―２
(株式会社ジャフコ内)

63 4.49

住友信託銀行株式会社 大阪府大阪市中央区北浜４丁目５―33 42 2.99

ジャフコVl－スター投資事業 
有限責任組合

東京都千代田区丸の内１丁目８―２
(株式会社ジャフコ内)

42 2.99

稲畑産業株式会社 大阪府大阪市中央区南船場１丁目15―14 40 2.85

計 ― 1,038 73.98

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― ―
普通株式 192,100

完全議決権株式(その他) 普通株式 1,211,500 12,115 ―

単元未満株式 普通株式 400 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 1,404,000 ― ―

総株主の議決権 ― 12,115 ―



② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしておりませんので、該当事項はありません。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

  

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社ロキテクノ

東京都品川区南大井 
六丁目20番12号

192,100 ― 192,100 13.68

計 ― 192,100 ― 192,100 13.68



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年10月１日から平成18年３月31日まで)は改正前の中間連結財務諸

表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年10月１日から平成18年３月31日まで)は改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間(平成18年10月１日から平成19年３月31日まで)は改正後の中間財務諸表等規

則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年10月１日から平成18年

３月31日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間(平成17年10月１日から平成18年３月31日まで)

及び当中間会計期間(平成18年10月１日から平成19年３月31日まで)の中間財務諸表について、監査法人ト

ーマツにより中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は、当中間会計期間より子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年３月31日)

前連結会計年度
要約連結貸借対照表 
(平成18年９月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 847,150 718,059

 ２ 受取手形及び売掛金 ※１ 2,350,237 2,435,608

 ３ たな卸資産 801,448 887,494

 ４ その他 192,706 224,939

 ５ 貸倒引当金 △5,900 △6,100

   流動資産合計 4,185,643 48.1 4,260,002 49.0

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産

  １ 建物及び構築物 2,684,267 2,655,120

    減価償却累計額 △1,424,190 1,260,076 △1,344,902 1,310,218

  ２ 機械装置及び 
    運搬具

1,109,815 1,127,868

    減価償却累計額 △825,639 284,176 △852,758 275,110

  ３ 土地 1,225,615 1,225,615

  ４ その他 165,663 160,850

   有形固定資産合計 2,935,532 33.7 2,971,793 34.2

 (2) 無形固定資産 415,988 4.8 413,873 4.8

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 839,954 696,144

  ２ その他 339,845 367,766

  ３ 貸倒引当金 △18,700 △19,900

   投資その他の資産 
   合計

1,161,100 13.4 1,044,010 12.0

   固定資産合計 4,512,621 51.9 4,429,677 51.0

   資産合計 8,698,264 100.0 8,689,680 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年３月31日)

前連結会計年度
要約連結貸借対照表 
(平成18年９月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 375,930 358,122

 ２ 短期借入金 722,000 722,000

 ３ 未払法人税等 328,645 358,500

 ４ 賞与引当金 190,496 201,831

 ５ その他 230,271 308,435

   流動負債合計 1,847,343 21.2 1,948,888 22.4

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 500,000 400,000

 ２ 長期借入金 1,941,000 1,580,000

 ３ 退職給付引当金 355,953 371,596

 ４ 役員退職慰労引当金 71,303 76,413

 ５ その他 19,230 30,317

   固定負債合計 2,887,487 33.2 2,458,327 28.3

   負債合計 4,734,830 54.4 4,407,215 50.7

(資本の部)

Ⅰ 資本金 1,284,080 14.8 ─ ─

Ⅱ 資本剰余金 2,237,734 25.7 ─ ─

Ⅲ 利益剰余金 822,284 9.4 ─ ─

Ⅳ その他有価証券評価 
  差額金

100,975 1.2 ─ ─

Ⅴ 自己株式 △481,640 △5.5 ─ ─

   資本合計 3,963,434 45.6 ─ ─

   負債及び資本合計 8,698,264 100.0 ─ ─



 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年３月31日)

前連結会計年度
要約連結貸借対照表 
(平成18年９月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 1,284,080 14.8

 ２ 資本剰余金 ― ― 2,237,734 25.7

 ３ 利益剰余金 ― ― 1,227,445 14.1

 ４ 自己株式 ― ― △481,640 △5.5

   株主資本合計 ― ― 4,267,619 49.1

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― ― 14,845 0.2

   評価・換算差額等 
   合計

― ― 14,845 0.2

   純資産合計 ― ― 4,282,464 49.3

   負債純資産合計 ― ― 8,689,680 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年10月１日
至 平成18年３月31日)

前連結会計年度
要約連結損益計算書

(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 3,537,022 100.0 7,210,271 100.0

Ⅱ 売上原価 2,109,765 59.6 4,202,324 58.3

   売上総利益 1,427,256 40.4 3,007,946 41.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 817,955 23.2 1,655,503 22.9

   営業利益 609,301 17.2 1,352,442 18.8

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息及び配当金 3,634 19,801

 ２ 賃貸料収入 23,581 31,812

 ３ 投資事業組合収益 5,939 82,349

 ４ 為替差益 4,934 5,436

 ５ その他の営業外収益 3,706 41,796 1.2 11,334 150,734 2.1

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 31,786 58,347

 ２ 賃貸用資産 
   減価償却費

1,542 1,542

 ３ 商品・製品評価損 12,365 16,514

 ４ 商品・製品廃棄損 5,667 5,903

 ５ その他の営業外費用 1,173 52,536 1.5 8,524 90,833 1.3

   経常利益 598,561 16.9 1,412,344 19.6

Ⅵ 特別利益

 １ 賃貸用資産売却益 153,900 153,900

 ２ 貸倒引当金戻入益 189 ―

 ３ 役員賞与引当金 
   戻入益

1,600 155,689 4.4 1,600 155,500 2.2

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※２ 4,529 32,625

 ２ 固定資産売却損 ※３ 308 308

 ３ 減損損失 ※４ 66,111 70,949 2.0 66,111 99,045 1.4

  税金等調整前 
  中間(当期)純利益

683,301 19.3 1,468,798 20.4

  法人税、住民税及び 
  事業税

313,807 610,753

  法人税等調整額 △14,364 299,443 8.4 △14,043 596,710 8.3

  中間(当期)純利益 383,858 10.9 872,087 12.1



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 2,232,886

Ⅱ 資本剰余金増加高

 １ 自己株式処分差益 4,848 4,848

Ⅲ 資本剰余金中間期末残高 2,237,734

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 552,036

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 中間純利益 383,858 383,858

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 113,610 113,610

Ⅳ 利益剰余金中間期末残高 822,284



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前連結会計年度(自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成17年９月30日残高(千円) 1,284,080 2,232,886 552,036 △500,896 3,568,107

連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △113,610 △113,610

 剰余金の配当（中間配当） △83,069 △83,069

 当期純利益 872,087 872,087

 自己株式の処分 4,848 19,256 24,104

 株主資本以外の項目の連結 
 会計期間中の変動額(純額)

連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

－ 4,848 675,408 19,256 699,512

平成18年９月30日残高(千円) 1,284,080 2,237,734 1,227,445 △481,640 4,267,619

評価・換算 

差額等

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

平成17年９月30日残高(千円) 35,444 3,603,551

連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △113,610

 剰余金の配当（中間配当） △83,069

 当期純利益 872,087

 自己株式の処分 24,104

 株主資本以外の項目の連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△20,599 △20,599

連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

△20,599 678,912

平成18年９月30日残高(千円) 14,845 4,282,464



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日
至 平成18年３月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前中間(当期)純利益 683,301 1,468,798

 ２ 減価償却費 110,337 229,913

 ３ 減損損失 66,111 66,111

 ４ 貸倒引当金の増減額(△は減少) △400 1,000

 ５ 賞与引当金の増減額(△は減少) △4,653 6,681

 ６ 役員賞与引当金の増減額 
   (△は減少)

△5,200 △400

 ７ 退職給付引当金の増減額 
   (△は減少)

14,675 30,318

 ８ 役員退職慰労引当金の増減額 
   (△は減少)

5,110 10,220

 ９ 受取利息及び受取配当金 △3,634 △19,801

 10 賃貸料収入 △23,581 △31,812

 11 支払利息 31,786 58,347

 12 為替差損益(△は差益) △985 △1,540

 13 投資事業組合損益(△は収益) △5,939 △82,349

 14 固定資産の除却・売却損 
   (△は売却益)

4,837 32,934

 15 賃貸用資産売却益 △153,900 △153,900

 16 売上債権の増減額(△は増加) 38,694 △46,205

 17 破産更生債権の増減額(△は増加) 1,886 1,886

 18 棚卸資産の増減額(△は増加) △62,245 △148,288

 19 前渡金の増減額(△は増加) 27,215 4,812

 20 その他資産の増減額(△は増加) 23,474 4,552

 21 仕入債務の増減額(△は減少) △12,946 574

 22 その他負債の増減額(△は減少) 7,861 82,527

 23 その他 △6,575 726

    小計 735,231 1,515,106

 24 利息及び配当金の受取額 3,634 19,801

 25 利息の支払額 △34,268 △60,413

 26 法人税等の支払額 △404,952 △678,783

 27 その他 △1,121 △2,249

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

298,523 793,460



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日
至 平成18年３月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 投資事業組合への出資による支出 ― △25,000

 ２ 投資事業組合からの分配金に 
   よる収入

6,400 106,400

 ３ 固定資産の取得による支出 △127,961 △308,641

 ４ 固定資産の売却による収入 2,224 2,224

 ５ 賃貸用資産の売却による収入 217,550 217,550

 ６ 貸付による支出 △137,800 △141,800

 ７ 貸付の回収による収入 122,476 145,114

 ８ 賃貸料収入 12,714 20,945

 ９ 賃貸用資産減価償却費 1,542 1,542

 10 その他 531 △1,170

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

97,679 17,166

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 長期借入金の返済による支出 △361,000 △722,000

 ２ 社債の償還による支出 ― △100,000

 ３ 自己株式の売却による収入 24,104 24,104

 ４ 配当金の支払額 △113,613 △196,682

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△450,509 △994,578

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 985 1,540

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △53,321 △182,411

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 900,471 900,471

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

847,150 718,059



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日
至 平成18年３月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

 連結子会社は、株式会社

ロキエンジ１社でありま

す。

 連結子会社は、株式会社

ロキエンジであります。 

なお、当社は株式会社ロキ

エンジを当連結会計年度に

おいて吸収合併しておりま

す。

２ 持分法の適用に関

する事項

 非連結子会社及び関連会

社がないため、該当事項は

ありません。

同左

３ 連結子会社の中間

決算日(事業年度)

等に関する事項

 連結子会社の中間決算日

と中間連結決算日は一致し

ております。

 連結子会社の事業年度末

日と連結決算日は一致して

おりましたが、当連結会計

年度において連結子会社を

吸収合併したため、該当事

項はありません。

４ 会計処理基準に関

する事項

 (1) 資産の評価基準

及び評価方法

(イ)有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの

中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法 

(評価差額は全部資

本直入法により処

理し、売却原価は

移動平均法により

算定)

(イ)有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの

決算期末日の市場

価格等に基づく時

価法 

(評価差額は全部純

資産直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定)

   時価のないもの

移動平均法による

原価法

なお、投資事業有限責

任組合及びそれに類する

組合への出資（証券取引

法第２条第２項により有

価証券とみなされるも

の）については、組合契

約に規定される決算報告

日に応じて入手可能な最

近の決算書を基礎とし、

持分相当額を純額で取り

込む方法によっておりま

す。

   時価のないもの

同左

(ロ)たな卸資産

商品・製品・原材料・

仕掛品

主として総平均法に

よる原価法

(ロ)たな卸資産

商品・製品・原材料・

仕掛品

同左

  貯蔵品

   最終仕入原価法

  貯蔵品

同左



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日
至 平成18年３月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

 (2) 減価償却資産の

減価償却の方法

(イ)有形固定資産・賃貸用

資産

定率法

ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)に

ついては、定額法を採用

しております。

なお、主な耐用年数は

以下の通りであります。

建物及び
構築物

７年～50年

機械装置
及び車両 
運搬具

４年～13年

(イ)有形固定資産・賃貸用

資産

同左

(ロ)無形固定資産

定期借地権については

契約期間に基づく定額法

によっております。

ソフトウェア(自社利用

分)については、社内にお

ける利用可能期間(５年)

に基づく定額法によって

おります。

(ロ)無形固定資産

同左

(ハ)長期前払費用 

  定額法

(ハ)長期前払費用

同左

 (3) 引当金の計上基

準

(イ)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

等により、貸倒懸念債権

等特定の債権については

個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計

上しております。

(イ)貸倒引当金

同左

(ロ)賞与引当金

従業員に対して支給す

る賞与に備えるため、下

期支払見込額の当中間期

負担分を計上しておりま

す。

(ロ)賞与引当金

従業員に対して支給す

る賞与に備えるため、翌

期支払見込額の当期負担

分を計上しております。

(ハ)役員賞与引当金

役員に対する賞与の支

払に備えるため、支給見

込額のうち当中間期負担

分を計上しております。

(ハ)役員賞与引当金

役員に対する賞与の支

払に備えるため、支給見

込額の当期負担分を計上

しております。



 

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日
至 平成18年３月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

(ニ)退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当中間連結会

計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連

結会計期間末において発

生していると認められる

額を計上しております。

(ニ)退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計年

度末において発生してい

ると認められる額を計上

しております。

(ホ)役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支

給に備えるため、当社の

内規に基づく当中間連結

会計期間末時点の見積額

の100％を計上しておりま

す。

(ホ)役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支

給に備えるため、当社内

規に基づく当連結会計年

度末時点の見積額の100％

を計上しております。

 (4) 外貨建の資産及

び負債の本邦通

貨への換算基準

 外貨建金銭債権債務は、

中間連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理

しております。

 外貨建金銭債権債務は、

連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。

 (5) リース取引の処

理方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左

 (6) 消費税等の会計

処理

 税抜方式によっておりま

す。 

 なお、仮払消費税等と仮

受消費税等は相殺のうえ、

金額的重要性が乏しいた

め、流動負債の「その他」

に含めて表示しておりま

す。

同左

 (7) 中間連結キャッ

シュ・フロー計

算書(連結キャ

ッシュ・フロー

計算書)におけ

る資金の範囲

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手許

現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日

が到来する流動性の高い、

かつ価値の変動について僅

少なリスクしか負わない短

期投資からなっておりま

す。

 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金、要求払預金及び取得日

から３ヶ月以内に満期日が

到来する流動性の高い、か

つ価値の変動について僅少

なリスクしか負わない短期

投資からなっております。

 



 会計処理の変更 
  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

前連結会計年度末
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日)

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等）    

 当連結会計年度から「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成17年12月9日 企業会

計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号）を適

用しております。これによる損益に与える

影響はありません。なお、従来の「資本の

部」の合計に相当する金額は、4,282,464

千円であります。 

 連結財務諸表規則の改正による連結貸借

対照表の表示に関する変更は以下のとおり

であります。 

(1)前連結会計年度における「資本の部」  

  は、当連結会計年度から「純資産の部」 

  となり、「純資産の部」は「株主資本」 

  及び「評価・換算差額等」に分類して表 

  示しております。 

(2)前連結会計年度において独立掲記して 

 おりました「資本金」、「資本剰余金」 

 及び「利益剰余金」は当連結会計年度に 

 おいては「株主資本」の内訳科目として 

 表示しております。 

(3)前連結会計年度において「利益剰余」 

  の次に表示しておりました「その他有価 

  証券評価差額金」は、当連結会計年度か 

  ら「評価・換算差額等」の内訳科目とし 

  て表示しております。 

 

（自己株式及び準備金の額の減少等に関す

る会計基準等の一部改正）  

 当連結会計年度から、改正後の「自己株

式及び準備金の額の減少等に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 最終改正平成

18年８月11日 企業会計基準第１号）及び

「自己株式及び準備金の額の減少等に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準委

員会 最終改正平成18年８月11日 企業会

計基準適用指針第２号）を適用していま

す。これによる損益に与える影響はありま

せん。なお、連結財務諸表規則の改正に伴

う連結貸借対照表の表示に関する変更は以

下のとおりであります。

 前連結会計年度において資本に対する控

除項目として「資本の部」の末尾に表示し

ておりました「自己株式」は、当連結会計

年度から「株主資本」に対する控除項目と

して「株主資本」の末尾に表示しておりま

す。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年３月31日)

前連結会計年度末
(平成18年９月30日)

――――― ※１ 期末日満期手形の会計処理

は、手形交換日をもって決済処理を

しております。 なお、当連結会計

年度末日が金融機関の休日であった

ため次の期末日満期手形が、期末残

高に含まれております。 

 

  受取手形 111,340千円

前中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日
至 平成18年３月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は、次のとおり

であります。

給与 201,753千円

賞与引当金 
繰入額

60,958千円

役員退職慰労 
引当金繰入額

5,110千円

研究開発費 97,518千円

役員賞与引当金 
繰入額

4,800千円

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は、次のとおり

であります。

給与 411,392千円

役員報酬 90,492千円

役員賞与引当金
繰入額

9,600千円

賞与引当金
繰入額

137,224千円

退職給付費用 25,687千円

役員退職慰労
引当金繰入額

10,220千円

運賃保管料 121,382千円

試験研究費 47,149千円

研究開発費 182,566千円

減価償却費 78,493千円

 

※２ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。

機械装置及び 
運搬具

3,801千円

その他 727千円

※２ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。

建物及び構築物 20,365千円

機械装置及び
運搬具

3,801千円

工具器具備品 826千円

研究施設解体費
用

7,632千円

※３ 固定資産売却損の内訳は次の

とおりであります。

機械装置及び 
運搬具

308千円

※３ 固定資産売却損の内訳は次の

とおりであります。

機械装置及び
運搬具

308千円



次へ 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日
至 平成18年３月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

 

※４ 減損損失

 当中間連結会計期間におい

て、当社グループは以下の資産

グループにおいて減損損失を計

上しました。

 当社グループは、生産品目の

違いにより工場別に資産をグル

ープ化しております。

 この結果、当中間連結会計期

間においては、売却を予定して

いる下記の共用資産（保養所）

について、市場価格が著しく下

落している為、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失として計上してお

ります。なお、当該売却予定資

産についての回収可能価額は正

味売却可能価額により測定して

おり、売買仲介業者等の評価額

に基づき算定しております。

 また、下記の給水配管洗浄事

業の資産グループについては、

営業活動から生ずる損益または

キャッシュ・フローが継続して

マイナスであり、事業黒字化の

時期の見通しがつかない為、当

該資産の帳簿価額の全額を減損

損失として計上しております。

なお、当資産グループの回収可

能価額は、使用価値により測定

しており、将来キャッシュ・フ

ローを5％で割り引いて計算して

おります。

(単位：千円)
場所 主な用途 種類 減損損失

新潟県 共用資産 土地 489

南魚沼市 建物 19,529

東京都品川区 事業用資産 建物 9,823

機械装置 30,317

少額資産 135

貸与資産 389

リース資産 5,427

合計 66,111

 
 

※４ 減損損失

  当連結会計年度において、当

社グループは以下の資産グルー

プにおいて減損損失を計上しま

した。

 当社グループは、生産品目の

違いにより工場別に資産をグル

ープ化しております。

 この結果、当連結会計年度に

おいては、売却を予定している

下記の共用資産（保養所）につ

いて、市場価格が著しく下落し

ている為、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を

減損損失として計上しておりま

す。なお、当該売却予定資産に

ついての回収可能価額は正味売

却可能価額により測定してお

り、売買仲介業者等の評価額に

基づき算定しております。

 また、下記の給水配管洗浄事

業の資産グループについては、

営業活動から生ずる損益または

キャッシュ・フローが継続して

マイナスであり、事業黒字化の

時期の見通しがつかない為、当

該資産の帳簿価額の全額を減損

損失として計上しております。

なお、当資産グループの回収可

能価額は、使用価値により測定

しており、将来キャッシュ・フ

ローを5％で割り引いて計算して

おります。

(単位：千円)
場所 主な用途 種類 減損損失

新潟県 共用資産 土地 489

南魚沼市 建物及び構築物 19,529

東京都品川区 事業用資産 建物及び構築物 9,823

機械装置及び運

搬具
30,317

工具器具備品 324

リース資産 5,427

合計 66,111



次へ 

(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

  

前連結会計年度(自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 社員持株会への処分による減少 8,000株 

  
３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

  

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 1,404,000 － － 1,404,000

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 208,100 － 8,000 200,100

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成17年12月21日 
定時株主総会

普通株式 113,610 95 平成17年９月30日 平成17年12月22日

平成18年５月16日 
取締役会

普通株式 83,069 69 平成17年３月31日 平成18年６月12日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年12月21日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 104,739 87 平成18年９月30日 平成18年12月22日

前中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日
至 平成18年３月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係

現金及び 
預金勘定

847,150千円

現金及び 
現金同等物

847,150千円

１ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び 
預金勘定

718,059千円

現金及び 
現金同等物

718,059千円



(リース取引関係) 

  
前中間連結会計期間

(自 平成17年10月１日
至 平成18年３月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１ 賃借取引

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間期

末残高相当額

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１ 賃借取引

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計相当額及び期末残高

相当額

 

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

減損損失 
累計額 
相当額 
(千円)

中間期末
残高 

相当額 
(千円)

機械装置 
及び運搬具

92,084 57,192 5,427 29,464

工具器具備
品

52,252 34,279 － 17,972

合計 144,336 91,471 5,427 47,437

 

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却
累計額 
相当額 
(千円)

減損損失
累計額 
相当額

（千円）

期末残高
相当額 
(千円)

機械装置 
及び運搬具

102,132 63,977 4,329 33,825

工具器具備
品

75,570 40,038 － 35,532

合計 177,703 104,015 4,329 69,358

 (注) 取得価額相当額は、有形固

定資産の中間期末残高等に占

める未経過リース料中間期末

残高の割合が低いため、中間

連結財務諸表規則第15条にお

いて準用する財務諸表等規則

第８条の６第２項の規定に基

づき、「支払利子込み法」に

より算定しております。

 (注) 取得価額相当額は、有形固

定資産の期末残高等に占める

未経過リース料期末残高の割

合が低いため、財務諸表等規

則第８条の６第２項の規定に

基づき、「支払利子込み法」

により算定しております。

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額及びリース資産減損勘定

中間期末残高

   未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 18,426千円

１年超 34,438千円

合計 52,864千円

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額及びリース資産減損勘定期末

残高

   未経過リース料期末残高相当額

 

１年以内 22,716千円

１年超 50,970千円

合計 73,687千円

 

  リース資産減損勘定中間期末
残高 5,427千円

 (注) 未経過リース料中間期末残

高相当額は、有形固定資産の

中間期末残高等に占める未経

過リース料中間期末残高の割

合が低いため、財務諸表等規

則第８条の６第２項の規定に

基づき、「支払利子込み法」

により算定しております。

  リース資産減損勘定期末残高  
4,329千円

 (注) 未経過リース料期末残高相

当額は、有形固定資産の期末

残高等に占める未経過リース

料期末残高の割合が低いた

め、財務諸表等規則第８条の

６第２項の規定に基づき、

「支払利子込み法」により算

定しております。

 

 (3) 当中間連結会計期間の支払リ

ース料、リース資産減損勘定の

取崩額及び減価償却費相当額

支払リース料 14,444千円

リース資産減損 
勘定の取崩額

－千円

減価償却費 
相当額

14,444千円

 (3) 当期の支払リース料、リース

資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び減損損失の金額

支払リース料 26,867千円

リース資産減損
勘定の取崩額

1,098千円

減価償却費
相当額

25,769千円

減損損失の金額 5,427千円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左



前へ   次へ 

 
  

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日
至 平成18年３月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

２ 賃貸取引

 (1) リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び中間期末残高

２ 賃貸取引

 (1) リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び期末残高

 

取得価額 
(千円)

減価償却 
累計額 
(千円)

中間期末 
残高 

(千円)

賃貸用資産 － － －
 

取得価額 
(千円)

減価償却 
累計額 
(千円)

期末残高 
(千円)

賃貸用資産 － － －

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 －千円

１年超 －千円

合計 －千円

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額

１年以内 －千円

１年超 －千円

合計 －千円

 (3) 当中間連結会計期間の受取リ

ース料、減価償却費及び受取利

息相当額

受取リース料 15,603千円

減価償却費 1,542千円

受取利息相当額 1,137千円

 (3) 当期末の受取リース料、減価

償却費及び受取利息相当額

受取リース料 15,603千円

減価償却費 1,542千円

受取利息相当額 1,137千円

 (4) 利息相当額の各期への配分方

法については、利息法によって

おります。
（減損損失について） 
  リース資産に配分された減損損失 
 はありませんので、項目等の記載は
 省略しています。

 (4)     同左 

 

 
（減損損失について）
        同左



(有価証券関係) 

  

前中間連結会計期間末（平成18年３月31日） 

 １．時価のある有価証券 

 
  

 ２．時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

 
  
  

区分 取得原価(千円)
中間連結貸借

対照表計上額(千円)
差額(千円)

(1)その他有価証券

 ①株式 11,996 14,690 2,693

 ②債券 ― ― ―

 ③その他 99,158 123,871 24,712

計 111,155 138,561 27,405

内容 中間連結貸借対照表計上額(千円)

(1)その他有価証券

 ①非上場株式 510,000

 ②投資事業組合 191,393



前連結会計年度末（平成18年９月30日） 

 １．時価のある有価証券 

 
  

 ２．時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

 
  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(平成18年３月31日) 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(平成18年９月30日) 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

区分 取得原価(千円)
連結貸借対照表計上額

(千円)
差額(千円)

(1)その他有価証券

 ①株式 11,996 14,690 2,693

 ②債券 － － －

 ③その他 99,158 114,104 14,945

計 111,155 128,794 17,638

内容 連結貸借対照表計上額(千円)

(1)その他有価証券

 ①非上場株式 510,000

 ②投資事業組合 57,350



前へ 

(ストック・オプション等関係) 

前連結会計年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

 ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(１)ストック・オプションの内容 

 
  

 
  

  (２)ストック・オプションの規模及びその変動状況 

   ①ストック・オプションの数 

 
   ②単価情報 

 
  

会社名 提出会社

決議年月日 平成16年３月11日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役 ３名
当社従業員のうちの上席執行役員 ２名

株式の種類及び付与数 普通株式 28,080株

付与日 平成16年３月18日

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間 平成18年３月18日～平成26年３月17日

 会社名  提出会社

 決議年月日  平成16年12月24日

 付与対象者の区分及び人数
 当社取締役 ３名
 当社従業員のうちの執行役員 ７名 
 当社Ｌ－６以上の給与ランクにある従業員 ８名

 株式の種類及び付与数  普通株式 47,080株

 付与日  平成17年１月７日

 権利確定条件  権利確定条件は付されておりません。

 対象勤務期間  対象勤務期間の定めはありません。

 権利行使期間  平成19年１月７日～平成26年12月23日

 会社名 提出会社 提出会社

 決議年月日 平成16年３月11日 平成16年12月24日

 権利確定前

  期首（株） － －

  付与（株） － －

  失効（株） － －

  権利確定（株） － －

  未確定残（株） － －

 権利確定前

  期首（株） 28,080 47,080

  権利確定（株） 28,080 47,080

  権利行使（株） － －

  失効（株） － －

  未行使残（株） 28,080 47,080

 会社名 提出会社 提出会社

 決議年月日 平成16年３月11日 平成16年12月24日

 権利行使価格（円） － －

 行使時平均価格（円） － －

 付与日における公正な評価単価（円） － －



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年10月１日 至 平成18年３月31日) 

当社の企業集団の主な事業は、各種産業の製造工程中の液体濾過で使用される製造プロセス用フィルタ

ーの製造・販売であり、単一セグメントの連結売上高及び営業利益の金額の合計に占める割合がいずれも

90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日) 

当社の企業集団の主な事業は、各種産業の製造工程中の液体濾過で使用される製造プロセス用フィルタ

ーの製造・販売であり、単一セグメントの連結売上高及び営業利益の金額の合計に占める割合がいずれも

90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年10月１日 至 平成18年３月31日) 

当社は、本邦以外の国または地域に所在する支店及び連結子会社がないため、該当事項はありません。

  

前連結会計年度(自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日) 

当社は、本邦以外の国または地域に所在する支店及び連結子会社がないため、該当事項はありません。

  



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年10月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 米国……アメリカ 

(2) 欧州……フランス、ベルギー、ドイツ 

(3) その他…韓国、インド、台湾 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は、地域における売上高であります。 

  

前連結会計年度(自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 米国……アメリカ 

(2) その他…欧州、アジア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は、地域における売上高であります。 

  

  

(企業結合等関係) 

前中間連結会計期間(自 平成17年10月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

米国 欧州 その他 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 335,000 331,661 127,793 794,456

Ⅱ 連結売上高(千円) 3,537,022

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

9.5 9.4 3.6 22.5

米国 その他 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 713,121 918,788 1,631,910

Ⅱ 連結売上高(千円) 7,210,271

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

9.9 12.7 22.6



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 
  

 
  

２ １株当たり中間(当期)純利益金額 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成17年10月１日
至 平成18年３月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

１株当たり純資産額 3,292円16銭 3,557円16銭

１株当たり 

中間(当期)純利益
319円86銭 725円53銭

潜在株式調整後１株当たり 

中間(当期)純利益

 潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額について

は、当社株式は非上場であ

り、かつ店頭登録もしてい

ないため、期中平均株価が

把握できませんので記載し

ておりません。

 潜在株式調整後１株当た

り当期純利益については、

当社株式は非上場であり、

かつ非登録のため、期中平

均株価が把握できませんの

で記載しておりません。

前中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日)

  連結貸借対照表の純資産の部の  
 合計額(千円)

― 4,282,464

 普通株式に係る純資産額(千円) ― 4,282,464

 普通株式の発行済株式数(千株) ― 1,404

 普通株式の自己株式数(千株) ― 200

  １株当たり純資産額の算定に用  
 いられた普通株式の数(千株)

― 1,203

前中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日
至 平成18年３月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

中間(当期)純利益(千円) 383,858 872,087

普通株主に帰属しない金額
(千円)

― ―

普通株式に係る中間(当期)
純利益(千円)

383,858 872,087

普通株式の期中平均株式数
(千株)

1,200 1,201

 希薄化効果を有しないた
め、潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益の算
定に含まれなかった潜在株
式の概要

新株予約権
株主総会の特別決議日

平成16年３月11日
28,080株

平成16年12月24日
47,080株

 詳細については、「第４
提出会社の状況 １ 株式
の状況 (2) 新株予約権等
の状況」に記載のとおりで
あります。

同左
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



(重要な後発事象) 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  

前中間連結会計期間
(自 平成17寧10月１日
至 平成18年３月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

子会社の吸収合併

 ①その旨及び目的

  当社グループは、平成18年1月

24日開催の取締役会において、当

社の100％出資子会社である株式

会社ロキエンジと合併することを

決議し、同日合併契約を締結しま

した。なお、詳細については、

「中間財務諸表等」の注記事項

（重要な後発事象）に記載してお

ります。

        ―



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年３月31日)

当中間会計期間末

(平成19年３月31日)

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成18年９月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 766,520 589,306 718,059

 ２ 受取手形 ※１ 852,420 794,260 905,288

 ３ 売掛金 1,497,817 1,625,314 1,530,320

 ４ たな卸資産 752,168 874,415 887,494

 ５ 短期貸付金 37,106 37,872 21,648

 ６ 繰延税金資産 123,884 118,118 142,105

 ７ その他 29,620 44,392 61,185

 ８ 貸倒引当金 △5,900 △5,911 △6,100

   流動資産合計 4,053,638 46.1 4,077,769 48.1 4,260,002 49.0

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産 ※２

  １ 建物 1,248,458 1,273,678 1,300,683

  ２ 機械装置 272,114 274,685 274,757

  ３ 土地 1,225,615 1,225,534 1,225,615

  ４ その他 165,122 186,568 170,738

   有形固定資産合計 2,911,311 33.1 2,960,467 34.9 2,971,793 34.2

 (2) 無形固定資産 415,748 4.7 418,055 4.9 413,873 4.8

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 839,954 695,223 696,144

  ２ 繰延税金資産 193,221 231,844 249,210

  ３ その他 396,624 108,594 118,555

  ４ 貸倒引当金 △18,700 △10,647 △19,900

   投資その他の資産 
   合計

1,411,100 16.1 1,025,015 12.1 1,044,010 12.0

   固定資産合計 4,738,160 53.9 4,403,538 51.9 4,429,677 51.0

   資産合計 8,791,799 100.0 8,481,307 100.0 8,689,680 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成18年３月31日)

当中間会計期間末

(平成19年３月31日)

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成18年９月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 375,560 388,699 358,122

 ２ 短期借入金 722,000 722,000 722,000

 ３ 未払法人税等 328,000 235,200 358,500

 ４ 賞与引当金 178,086 195,143 201,831

 ５ その他 229,076 279,218 308,435

   流動負債合計 1,832,722 20.9 1,820,262 21.5 1,948,888 22.4

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 500,000 400,000 400,000

 ２ 長期借入金 1,941,000 1,219,000 1,580,000

 ３ 退職給付引当金 355,953 348,804 371,596

 ４ 役員退職慰労引当金 71,303 83,590 76,413

 ５ 繰延税金負債 ─ ─ 10,184

 ６ その他 19,230 19,201 20,132

   固定負債合計 2,887,487 32.8 2,070,595 24.4 2,458,327 28.3

   負債合計 4,720,209 53.7 3,890,858 45.9 4,407,215 50.7

(資本の部)

Ⅰ 資本金 1,284,080 14.6 ─ ─ ─ ─

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 882,222 ─ ─

 ２ その他資本剰余金 1,355,512 ─ ─

   資本剰余金合計 2,237,734 25.5 ─ ─ ─ ─

Ⅲ 利益剰余金

 １ 任意積立金 460,000 ─ ─

 ２ 中間未処分利益 470,439 ─ ─

   利益剰余金合計 930,439 10.6 ─ ─ ─ ─

Ⅳ その他有価証券評価 
  差額金

100,975 1.1 ─ ─ ─ ─

Ⅴ 自己株式 △481,640 △5.5 ─ ─ ─ ─

   資本合計 4,071,589 46.3 ─ ─ ─ ─

   負債・資本合計 8,791,799 100.0 ─ ─ ─ ─



 
  

前中間会計期間末

(平成18年３月31日)

当中間会計期間末

(平成19年３月31日)

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成18年９月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 1,284,080 15.1 1,284,080 14.8

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 882,222 882,222

  (2) その他資本剰余金 ― 1,364,712 1,355,512

   資本剰余金合計 ― ― 2,246,934 26.5 2,237,734 25.7

 ３ 利益剰余金

  (1) その他利益剰余金

    別途積立金 ― 1,060,000 460,000

    繰越利益剰余金 ― 446,989 767,445

   利益剰余金合計 ― ― 1,506,989 17.8 1,227,445 14.1

 ４ 自己株式 ― ― △462,384 △5.5 △481,640 △5.5

   株主資本合計 ― ― 4,575,619 53.9 4,267,619 49.1

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― ― 14,829 0.2 14,845 0.2

   評価・換算差額等 
   合計

― ― 14,829 0.2 14,845 0.2

   純資産合計 ― ― 4,590,449 54.1 4,282,464 49.3

   負債純資産合計 ― ― 8,481,307 100.0 8,689,680 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年10月１日
至 平成18年３月31日)

当中間会計期間

(自 平成18年10月１日
至 平成19年３月31日)

前事業年度
要約損益計算書

(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 3,537,022 100.0 3,655,185 100.0 7,210,271 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１ 2,135,047 60.4 2,182,948 59.7 4,225,495 58.6

   売上総利益 1,401,974 39.6 1,472,237 40.3 2,984,775 41.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 785,277 22.2 806,361 22.1 1,622,825 22.5

   営業利益 616,697 17.4 665,875 18.2 1,361,949 18.9

Ⅳ 営業外収益 ※２ 46,965 1.3 10,992 0.3 155,903 2.2

Ⅴ 営業外費用 ※３ 47,351 1.3 30,631 0.8 85,648 1.2

   経常利益 616,312 17.4 646,236 17.7 1,432,205 19.9

Ⅵ 特別利益 ※４ 155,689 4.4 4,691 0.1 155,500 2.1

Ⅶ 特別損失 ※５ 73,700 2.1 2,583 0.1 101,797 1.4

   税引前中間(当期) 
   純利益

698,301 19.7 648,344 17.7 1,485,908 20.6

   法人税、住民税 
   及び事業税

313,666 232,881 610,613

   法人税等調整額 △14,215 299,450 8.4 31,179 264,060 7.2 △13,895 596,717 8.3

   中間(当期)純利益 398,850 11.3 384,283 10.5 889,190 12.3

   前期繰越利益 71,588 ─ ─

   中間未処分利益 470,439 ─ ─



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年10月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年９月30日残高(千円) 1,284,080 882,222 1,355,512 2,237,734

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 －

 別途積立金の積立 －

 中間純利益 －

 自己株式の処分 9,200 9,200

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

－

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

－ － 9,200 9,200

平成19年３月31日残高(千円) 1,284,080 882,222 1,364,712 2,246,934

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年９月30日残高(千円) 460,000 767,445 1,227,445 △481,640 4,267,619

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △104,739 △104,739 △104,739

 別途積立金の積立 600,000 △600,000 － －

 中間純利益 384,283 384,283 384,283

 自己株式の処分 － 19,256 28,456

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

－ －

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

600,000 △320,455 279,544 19,256 308,000

平成19年３月31日残高(千円) 1,060,000 446,989 1,506,989 △462,384 4,575,619

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券 
評価差額金

平成18年９月30日残高(千円) 14,845 4,282,464

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △104,739

 別途積立金の積立 －

 中間純利益 384,283

 自己株式の処分 28,456

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△15 △15

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

△15 307,984

平成19年３月31日残高(千円) 14,829 4,590,449



前事業年度(自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成17年９月30日残高(千円) 1,284,080 882,222 1,350,664 2,232,886

事業年度中の変動額

   子会社合併に伴う増減

  剰余金の配当 －

  別途積立金の積立 －

  剰余金の配当（中間配当） －

  当期純利益 －

  自己株式の処分 4,848 4,848

 株主資本以外の項目の事業年度中 

 の変動額(純額)
－

事業年度中の変動額合計(千円) － － 4,848 4,848

平成18年９月30日残高(千円) 1,284,080 882,222 1,355,512 2,237,734

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成17年９月30日残高(千円) － 645,199 645,199 △500,896 3,661,269

事業年度中の変動額

 子会社合併に伴う増減 △110,265 △110,265 △110,265

 剰余金の配当 △113,610 △113,610 △113,610

 別途積立金の積立 460,000 △460,000 － －

 剰余金の配当（中間配当） △83,069 △ 83,069 △83,069

 当期純利益 889,190 889,190 889,190

 自己株式の処分 － 19,256 24,104

 株主資本以外の項目の事業年度中 

 の変動額(純額)
－ －

事業年度中の変動額合計(千円) 460,000 122,245 582,245 19,256 606,349

平成18年９月30日残高(千円) 460,000 767,445 1,227,445 △481,640 4,267,619

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券 

評価差額金

平成17年９月30日残高(千円) 35,444 3,696,714

事業年度中の変動額

  子会社合併に伴う増減 △110,265

  剰余金の配当 △113,610

  別途積立金の積立 －

  剰余金の配当（中間配当） △83,069

  当期純利益 889,190

  自己株式の処分 24,104

 株主資本以外の項目の事業年度中 

 の変動額(純額)
△20,599 △20,599

事業年度中の変動額合計(千円) △20,599 585,750

平成18年９月30日残高(千円) 14,845 4,282,464



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
   

当中間会計期間 

(自 平成18年10月１日 

至 平成19年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税引前中間純利益 648,344

 ２ 減価償却費 109,417

 ３ 貸倒引当金の増減額(△は減少) △312

 ４ 賞与引当金の増減額(△は減少) △6,687

 ５ 役員賞与引当金の増減額 

   (△は減少)
△6,000

 ６ 退職給付引当金の増減額 

   (△は減少)
△22,792

 ７ 役員退職慰労引当金の増減額 

   (△は減少)
7,177

 ８ 受取利息及び受取配当金 △1,279

 ９ 賃貸料収入 △8,179

 10 支払利息及び社債利息 22,933

 11 為替差損益(△は差益) 4

 12 投資事業組合損益(△は収益) 894

 13 固定資産の除却・売却損 

   (△は売却益)
383

 14 売上債権の増減額(△は増加) 5,233

 15 棚卸資産の増減額(△は増加) 13,183

 16 その他資産の増減額(△は増加) 26,360

 17 仕入債務の増減額(△は減少) 31,069

 18 その他負債の増減額(△は減少) △11,782

 19 その他 △1,178

    小計 806,791

 20 利息及び配当金の受取額 943

 21 利息の支払額 △21,962

 22 法人税等の支払額 △353,881

 23 その他 △1,121

   営業活動による 

   キャッシュ・フロー
430,769



  

 
  

当中間会計期間 

(自 平成18年10月１日 

至 平成19年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(千円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 有形固定資産の取得による支出 △87,262

 ２ 無形固定資産の取得による支出 △22,612

 ３ 有形固定資産の売却による収入 3,010

 ４ 長期貸付金の貸付による支出 △29,800

 ５ 長期貸付金の回収による収入 5,445

 ６ 短期貸付金の増減（△は増加） 12,000

 ７ 固定資産の除却による支出 △7,632

 ８ 賃貸料収入 8,179

 ９ その他 △3,495

   投資活動による 

   キャッシュ・フロー
△122,167

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 長期借入金の返済による支出 △361,000

 ２ 自己株式の売却による収入 28,456

 ３ 配当金の支払額 △104,739

   財務活動による 

   キャッシュ・フロー
△437,283

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △72

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △128,753

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 718,059

Ⅶ 現金及び現金同等物の 

  中間期末残高
589,306



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年10月１日
至 平成18年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年10月１日
至 平成19年３月31日)

前事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(イ)有価証券 

  子会社株式 

 移動平均法による原価法 

  その他有価証券 

   時価のあるもの

中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法 

(評価差額は全部資

本直入法により処

理し、売却原価は

移動平均法により

算定)

(イ)有価証券

      －

  その他有価証券

   時価のあるもの

中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法

(評価差額は全部純

資産直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定)

(イ)有価証券

  子会社株式

－

  その他有価証券

   時価のあるもの

決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部純

資産直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定)

   時価のないもの

移動平均法による

原価法

なお、投資事業有限責

任組合及びそれに類する

組合への出資（証券取引

法第２条第２項により有

価証券とみなされるも

の）については、組合契

約に規定される決算報告

日に応じて入手可能な最

近の決算書を基礎とし、

持分相当額を純額で取り

込む方法によっておりま

す。

   時価のないもの

同左

   時価のないもの

同左

(ロ)たな卸資産

商品・製品・原材料・

仕掛品

総平均法による原価

法

  貯蔵品

   最終仕入原価法

(ロ)たな卸資産

商品・製品・原材料・

仕掛品

同左

  貯蔵品

同左

(ロ)たな卸資産

商品・製品・原材料・

仕掛品

同左

  貯蔵品

同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

(イ)有形固定資産・賃貸用

資産

  定率法

ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)に

ついては、定額法を採用

しております。

なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。

  建物   ７年～50年

  機械装置 ４年～13年

(イ)有形固定資産 

 

同左

(イ)有形固定資産・賃貸用

資産

同左



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年10月１日
至 平成18年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年10月１日
至 平成19年３月31日)

前事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

(ロ)無形固定資産

定期借地権については

契約期間に基づく定額法

によっております。

ソフトウェア(自社利用

分)については、社内にお

ける利用可能期間(５年)

に基づく定額法によって

おります。

(ロ)無形固定資産

同左

(ロ)無形固定資産

同左

(ハ)長期前払費用 

  定額法

(ハ)長期前払費用

同左

(ハ)長期前払費用

同左

３ 引当金の計上基準 (イ)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

等により、貸倒懸念債権

等特定の債権については

個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計

上しております。

(イ)貸倒引当金

同左

(イ)貸倒引当金

同左

(ロ)賞与引当金

従業員に対して支給す

る賞与に備えるため、下

期支払見込額の当中間期

負担分を計上しておりま

す。

(ロ)賞与引当金

   同左

(ロ)賞与引当金

従業員に対して支給す

る賞与に備えるため、翌

期支払見込額の当期負担

分を計上しております。

(ハ)役員賞与引当金

役員に対する賞与の支

払に備えるため、支給見

込額のうち当中間期負担

分を計上しております。

(ハ)役員賞与引当金

   同左

(ハ)役員賞与引当金

役員に対する賞与の支

払に備えるため、支給見

込額の当期負担分を計上

しております。

(ニ)退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当中間会計期

間末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期

間末において発生してい

ると認められる額を計上

しております。

(ニ)退職給付引当金

   同左

(ニ)退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、

当期末において発生して

いると認められる額を計

上しております。

(ホ)役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支

給に備えるため、当社の

内規に基づく当中間会計

期間末時点の見積額の

100％を計上しておりま

す。

(ホ)役員退職慰労引当金

   同左

(ホ)役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支

給に備えるため、当社内

規に基づく当期末時点の

見積額の100％を計上して

おります。



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年10月１日
至 平成18年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年10月１日
至 平成19年３月31日)

前事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

４ 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準

 外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。

     同左  外貨建金銭債権債務は、

期末時の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しており

ます。

５ リース取引の処理

方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

６ 中間キャッシュ・

フロー計算書にお

ける資金の範囲

──────  中間キャッシュ・フロー

計算書における資金（現金

及び現金同等物）は、手許

現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日

が到来する流動性の高い、

かつ価値の変動について僅

少なリスクしか負わない短

期投資からなっています。

──────

７ 消費税等の会計処

理

 税抜方式を採用しており

ます。 

 なお、仮払消費税等と仮

受消費税等は相殺のうえ、

金額的重要性が乏しいた

め、流動負債の「その他」

に含めて表示しておりま

す。

同左 同左



会計処理の変更 
  

 
注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

前中間会計期間
(自 平成17年10月１日
至 平成18年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年10月１日
至 平成19年３月31日)

前事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等）    

 当中間会計期間から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企

業会計基準委員会 平成17年12月9日

企業会計基準第５号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。これによる

損益に与える影響はありません。なお、

従来の「資本の部」の合計に相当する金

額は、4,590,449千円であります。

 中間財務諸表等規則の改正による中間

貸借対照表の表示に関する変更は以下の

とおりであります。 

 (1)前中間会計期間における「資本の

部」は、当中間会計期間から「純資産の

部」となり、「純資産の部」は「株主資

本」及び「評価・換算差額等」に分類し

て表示しております。 

 (2)前中間会計期間において独立掲記

しておりました「資本金」、「資本剰余

金」及び「利益剰余金」は当中間会計期

間においては「株主資本」の内訳科目と

して表示しております。 

 (3)前中間会計期間において「利益剰

余金」の次に表示しておりました「その

他有価証券評価差額金」は、当中間会計

期間から「評価・換算差額等」の内訳科

目として表示しております。

（自己株式及び準備金の額の減少等に関

する会計基準等の一部改正）  

 当中間会計期間から、改正後の「自己

株式及び準備金の額の減少等に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 最終改

正平成18年８月11日 企業会計基準第１

号）及び「自己株式及び準備金の額の減

少等に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 最終改正平成18年８

月11日 企業会計基準適用指針第２号）

を適用しています。これによる損益に与

える影響はありません。なお、中間財務

諸表等規則の改正に伴う中間貸借対照表

の表示に関する変更は以下のとおりであ

ります。

 前中間会計期間において資本に対する

控除項目として「資本の部」の末尾に表

示しておりました「自己株式」は、当中

間会計期間から「株主資本」に対する控

除項目として「株主資本」の末尾に表示

しております。

（貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等）    

 当事業年度から「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成17年12月9日 企業

会計基準第５号）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。これによる損

益に与える影響はありません。なお、従

来の「資本の部」の合計に相当する金額

は、4,282,464千円であります。

 財務諸表等規則の改正による貸借対照

表の表示に関する変更は以下のとおりで

あります。 

 (1)前事業年度における「資本の部」

は、当事業年度から「純資産の部」とな

り、「純資産の部」は「株主資本」及び

「評価・換算差額等」に分類して表示し

ております。 

 (2)前事業年度において独立掲記して

おりました「資本金」、「資本剰余金」

及び「利益剰余金」は当事業年度におい

ては「株主資本」の内訳科目として表示

しております。 

 (3)前事業年度において「利益剰余

金」の次に表示しておりました「その他

有価証券評価差額金」は、当事業年度か

ら「評価・換算差額等」の内訳科目とし

て表示しております。

（自己株式及び準備金の額の減少等に関

する会計基準等の一部改正）  

 当事業年度から、改正後の「自己株式

及び準備金の額の減少等に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 最終改正平

成18年８月11日 企業会計基準第１号）

及び「自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 最終改正平成18年８月11

日 企業会計基準適用指針第２号）を適

用しています。これによる損益に与える

影響はありません。なお、財務諸表等規

則の改正に伴う貸借対照表の表示に関す

る変更は以下のとおりであります。

 前事業年度において資本に対する控除

項目として「資本の部」の末尾に表示し

ておりました「自己株式」は、当事業年

度から「株主資本」に対する控除項目と

して「株主資本」の末尾に表示しており

ます。



 
  

(中間損益計算書関係) 

前中間会計期間末 
(平成18年３月31日)

当中間会計期間末
(平成19年３月31日)

前事業年度末 
(平成18年９月30日)

※１      －  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※２ 有形固定資産の減価償却累 

   計額 

         2,748,863千円

※１ 中間会計期間末日満期手形の 

      会計処理については、手形交 

      換日をもって決済処理してお

      ります。 

    なお、当中間会計期間末日 

   が金融機関の休日であったた 

   め、次の中間会計期間末日満 

   期手形が、中間会計期末残高 

   に含まれております。 

 

     受取手形 71,093千円  

※２ 有形固定資産の減価償却累計 

   額 

         2,837,940千円

※１ 期末日満期手形の会計処理  

   については、手形交換日を 

   もって決済処理しておりま 

   す。 

       なお、当事業年度末日が 

   金融機関の休日であったた 

   め、次の期末日満期手形 

   が、期末残高に含まれてお 

   ります。 

 

     受取手形 111,340千円 

※２ 有形固定資産の減価償却計  

   額 

          2,751,616千円

前中間会計期間
(自 平成17年10月１日
至 平成18年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年10月１日
至 平成19年３月31日)

前事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

※１ 減価償却実施額は次の通りで

あります。

有形固定資産 89,127千円

無形固定資産 18,599千円

投資その他の 
資産

638千円

※１ 減価償却実施額は次の通りで

あります。

有形固定資産 90,452千円

無形固定資産 18,429千円

投資その他の
資産

535千円

※１ 減価償却実施額は次の通りで

あります。

有形固定資産 187,944千円

無形固定資産 36,636千円

投資その他の 
資産

1,174千円

※２ 営業外収益の主要項目は次の

とおりであります。

受取利息 314千円

受取配当金 3,320千円

賃貸料収入 26,479千円

投資事業組合 
収益

5,939千円

※２ 営業外収益の主要項目は次の

とおりであります。

受取利息 739千円

受取配当金 540千円

賃貸料収入 8,179千円

※２ 営業外収益の主要項目は次の

とおりであります。

受取利息 696千円

受取配当金 19,104千円

賃貸料収入 34,710千円

投資事業組合 
収益

82,349千円

※３ 営業外費用の主要項目は次の

とおりであります。

支払利息 28,069千円

社債利息 3,717千円

賃貸用資産 
減価償却費

1,542千円

商品・製品 
評価損

12,365千円

※３ 営業外費用の主要項目は次の

とおりであります。

支払利息 20,739千円

社債利息 2,194千円

商品・製品
評価損

4,777千円

※３ 営業外費用の主要項目は次の

とおりであります。

支払利息 52,047千円

社債利息 6,300千円

賃貸用資産
減価償却費

1,542千円

商品・製品
評価損

16,514千円

 

※４ 特別利益の主要項目は次のと

おりであります。

賃貸用資産 
売却益

153,900千円

貸倒引当金 
戻入益

189千円

役員賞与引当金 
戻入益

1,600千円

 

※４ 特別利益の主要項目は次のと

おりであります。

貸倒引当金
戻入益

123千円

役員賞与引当金
戻入益

2,780千円

前期損益修正益 1,655千円

 前期損益修正益は、過年度ク

レーム処理費の修正でありま

す。

 

※４ 特別利益の主要項目は次のと

おりであります。

賃貸用資産
売却益

153,900千円

役員賞与引当金 
戻入益

1,600千円



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年10月１日
至 平成18年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年10月１日
至 平成19年３月31日)

前事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

 

※５ 特別損失の主要項目は次のと

おりであります。

固定資産売却損 308千円

固定資産除却損 4,480千円

減損損失 68,911千円
 

※５ 特別損失の主要項目は次のと

おりであります。

固定資産売却損 423千円

固定資産除却損 93千円

前期損益修正損 2,066千円
 

※５ 特別損失の主要項目は次のと

おりであります。

固定資産売却損 308千円

固定資産除却損 32,576千円

減損損失 68,911千円

   当中間会計期間において、当

社は以下の資産グループにおい

て減損損失を計上しました。

 前期損益修正損は、過年度売

上高の修正であります。

   当事業年度において、当社は

以下の資産グループにおいて減

損損失を計上しました。

   当社は、生産品目の違いによ

り、工場別に資産をグループ化

しております。

   当社は、生産品目の違いによ

り、工場別に資産をグループ化

しております。

   この結果、当中間会計期間に

おいては、売却を予定している

下記の共用資産（保養所）につ

いて、市場価格が著しく下落し

ている為、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を

減損損失として計上しておりま

す。なお、当該売却予定資産に

ついての回収可能価額は正味売

却可能価額により測定してお

り、売買仲介業者等の評価額に

基づき算定しております。

   この結果、当事業年度におい

ては、売却を予定している下記

の共用資産（保養所）につい

て、市場価格が著しく下落して

いる為、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減

損損失として計上しておりま

す。なお、当該売却予定資産に

ついての回収可能価額は正味売

却可能価額により測定してお

り、売買仲介業者等の評価額に

基づき算定しております。

   また、下記の給水配管洗浄事

業の資産グループについては、

営業活動から生ずる損益または

キャッシュ・フローが継続して

マイナスであり、事業黒字化の

時期の見通しがつかない為、当

該資産の帳簿価額の全額を減損

損失として計上しております。

なお、当資産グループの回収可

能価額は、使用価値により測定

しており、将来キャッシュ・フ

ローを5％で割り引いて計算し

ております。

   また、下記の給水配管洗浄事

業の資産グループについては、

営業活動から生ずる損益または

キャッシュ・フローが継続して

マイナスであり、事業黒字化の

時期の見通しがつかない為、当

該資産の帳簿価額の全額を減損

損失として計上しております。

なお、当資産グループの回収可

能価額は、使用価値により測定

しており、将来キャッシュ・フ

ローを5％で割り引いて計算し

ております。

 

(単位：千円)
場所 主な用途 種類 減損損失

新潟県南魚沼市 共用資産 土地 489

建物 19,529

東京都品川区 事業用資産 建物 9,823

機械装置 30,317

少額資産 135

貸与資産 389

特許権 2,800

リース資産 5,427

合計 68,911

 
 

                  (単位：千円)
場所 主な用途 種類 減損損失

新潟県南魚沼市 共用資産 土地 489

建物 19,529

東京都品川区 事業用資産 建物 9,823

機械装置 30,317

工具器具備

品
524

特許権 2,800

リース資産 5,427

合計 68,911



次へ 

(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間(自 平成18年10月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 社員持株会への処分による減少 8,000株 

  

３ 配当に関する事項 

  (1)配当金支払額 

 
  (2)基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となる     

   もの 

 
  

  

前事業年度(自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 社員持株会への処分による減少 8,000株 

  

  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

 普通株式(株) 1,404,000 － － 1,404,000

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 200,100 － 8,000 192,100

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

 平成18年12月21日 
 定時株主総会

普通株式 104,739 87 平成18年９月30日 平成18年12月22日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

 平成19年５月８日 
 取締役会

普通株式 利益剰余金 83,621 69 平成19年３月31日 平成19年６月８日

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

 普通株式(株) 208,100 － 8,000 200,100

項目

前中間会計期間 

(自 平成17年10月１日 

  至 平成18年３月31日)

当中間会計期間 

(自 平成18年10月１日 

  至 平成19年３月31日)

前事業年度 

(自 平成17年10月１日 

  至 平成18年９月30日)

現金及び現金同等物の中間

期末残高と中間貸借対照表

に掲記されている科目の金

額との関係

－  現金及び預金勘定 589,306千円 －

 現金及び現金同等物 589,306千円



(リース取引関係) 

  

 

  

  

前中間会計期間
(自 平成17年10月１日
至 平成18年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年10月１日
至 平成19年３月31日)

前事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

リース物件の所有権

が借主に移転すると

認められるもの以外

のファイナンス・リ

ース取引

１ 賃借取引

 (1) リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計額

相当額、減損損失累計額

相当額及び中間期末残高

相当額

１ 賃借取引

 (1) リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計額

相当額、減損損失累計額

相当額及び中間期末残高

相当額

１ 賃借取引

 (1) リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計額

相当額、減損損失累計額

相当額及び期末残高相当

額

 

取得 
価額 

相当額 
(千円)

減価 
償却 

累計額 
相当額 
(千円)

減損 
損失 

累計額 
相当額 
(千円)

中間 
期末 
残高 

相当額 
(千円)

機械 
装置

54,338 29,470 － 24,867

その他 85,421 59,450 5,427 20,543

合計 139,759 88,921 5,427 45,410

 

取得 
価額 

相当額 
(千円)

減価 
償却 

累計額
相当額
(千円)

減損 
損失 

累計額
相当額
(千円)

中間 
期末 
残高 

相当額 
(千円)

機械 
装置

33,213 14,761 － 18,452

その他 96,237 44,740 3,231 48,265

合計 129,451 59,501 3,231 66,717

 

取得 
価額 

相当額 
(千円)

減価 
償却 

累計額 
相当額 
(千円)

減損 
損失 

累計額
相当額 
(千円)

期末 
残高 

相当額 
(千円)

機械 
装置

54,338 33,118 － 21,219

その他 123,364 70,897 4,329 48,138

合計 177,703 104,015 4,329 69,358

(注) 取得価額相当額は、有

形固定資産の中間期末残

高等に占める未経過リー

ス料中間期末残高の割合

が低いため、中間財務諸

表規則第５条の３におい

て準用する財務諸表等規

則第８条の６第２項の規

定に基づき、「支払利子

込み法」により算定して

おります。

 

(注)    同左 (注) 取得価額相当額は、有

形固定資産の期末残高等

に占める未経過リース料

期末残高の割合が低いた

め、財務諸表等規則第８

条の６第２項の規定に基

づき、「支払利子込み

法」により算定しており

ます。

 

 

 (2) 未経過リース料中間期

末残高相当額及びリース

資産減損勘定中間期末残

高

   未経過リース料中間期

末残高相当額

１年以内 17,625千円

１年超 33,212千円

合計 50,838千円

   リース資産減損勘定中

間期末残高

5,427千円

 

 

 (2) 未経過リース料中間期

末残高相当額及びリース

資産減損勘定中間期末残

高

   未経過リース料中間期

末残高相当額

１年以内 24,100千円

１年超 45,848千円

合計 69,949千円

   リース資産減損勘定 

中間期末残高

3,231千円

 

 (2) 未経過リース料期末残

高相当額及びリース資産

減損勘定期末残高 

 

 未経過リース料期末残

高相当額

１年以内 22,716千円

１年超 50,970千円

合計 73,687千円

    リース資産減損勘定   

  期末残高

4,329千円

(注) 未経過リース料中間期

末残高相当額は、有形固

定資産の中間期末残高等

に占める未経過リース料

中間期末残高の割合が低

いため、中間財務諸表規

則第５条の３において準

用する財務諸表等規則第

８条の６第２項の規定に

基づき、「支払利子込み

法」により算定しており

ます。

(注)    同左 (注) 未経過リース料期末残

高相当額は、有形固定資

産の期末残高等に占める

未経過リース料期末残高

の割合が低いため、財務

諸表等規則第８条の６第

２項の規定に基づき、

「支払利子込み法」によ

り算定しております。



次へ 

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年10月１日
至 平成18年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年10月１日
至 平成19年３月31日)

前事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

 

 (3) 支払リース、リース資

産減損勘定の取崩額及び

減価償却費相当額 

 

支払 
リース料

13,723千円

リース資産 
減損勘定の 
取崩額

－千円

減価償却費 
相当額

13,723千円

 (3) 支払リース、リース資

産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び減損

損失の金額

支払
リース料

13,055千円

リース資産
減損勘定の
取崩額

1,098千円

減価償却費
相当額

減損損失の
金額

11,957千円

－千円
 

 (3) 支払リース、リース資

産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び減損

損失の金額

支払
リース料

26,376千円

リース資産 
減損勘定の 
取崩額

減価償却費 
相当額

1,098千円

25,278千円

減損損失の
金額

5,427千円

 (4) 減価償却費相当額の算

定方法

   リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とす

る定額法によっておりま

す。

 (4) 減価償却費相当額の算

定方法

同左

 (4) 減価償却費相当額の算

定方法

同左

２ 賃貸取引

 (1) リース物件の取得価

額、減価償却累計額及び

中間期末残高

２ 賃貸取引

－

２ 賃貸取引

 (1) リース物件の取得価

額、減価償却累計額及び

期末残高

 

取得価額 
(千円)

減価償却 
累計額 
(千円)

中間期末 
残高 

(千円)

賃貸用産 － － －

取得価額 
(千円)

減価償却 
累計額 
(千円)

期末残高
(千円)

賃貸用産 - - -

 (2) 未経過リース料中間期

末残高相当額

１年以内 －千円

１年超 －千円

合計 －千円

 (2) 未経過リース料期末残

高相当額

１年以内 －千円

１年超 －千円

合計 －千円

 (3) 受取リース料、減価償

却費及び受取利息相当額

受取 
リース料

15,603千円

減価償却費 1,542千円

受取利息
相当額

1,137千円

 (3) 受取リース料、減価償

却費及び受取利息相当額

受取
リース料

15,603千円

減価償却費 1,542千円

受取利息 
相当額

1,137千円

 (4) 利息相当額の算定方法

   利息相当額の各期への

配分方法については、利

息法によっております。

（減損損失について） 
  リース資産に配分された 
 減損損失はありませんの 
 で、項目等の記載は省略し 
 ています。

 
 
 
 

 (4) 利息相当額の算定方法

同左 

 

 

（減損損失について） 
  リース資産に配分された 
 減損損失はありませんの 
 で、項目等の記載は省略し 
 ています。



(有価証券関係) 

前中間会計期間末（平成18年３月31日） 

子会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当中間会計期間末（平成19年３月31日） 

１．時価のある有価証券 

 
  

２．時価評価されない主な有価証券 

 
  

前事業年度末（平成18年９月30日） 

子会社株式で時価のあるものはありません。 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

当中間会計期間(自 平成18年10月１日 至 平成19年３月31日) 

当社は、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

(持分法損益等) 

当中間会計期間(自 平成18年10月１日 至 平成19年３月31日) 

当社は非連結子会社及び関連会社がありませんので、該当事項はありません。 

  

(企業結合等関係) 

当中間会計期間(自 平成18年10月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

区分 取得原価(千円)
中間貸借対照表計上額

(千円)
差額(千円)

(1) その他有価証券

 ①株式 11,996 14,750 2,753

 ②債券 － － －

 ③その他 99,158 115,566 16,407

計 111,155 130,316 19,161

内容 中間貸借対照表計上額(千円)

(1) その他有価証券

 ①非上場株式 510,000

 ②投資事業組合 54,906



(１株当たり情報) 

  

 
 （注）算定上の基礎 

   1 １株当たり純資産額 
  

 

   ２ １株当たり中間純利益額 

 

（注）前中間会計期間及び前事業年度の１株当たり情報については、中間連結財務諸表を作成して 

    いるため記載しておりません。     

  

項目
前中間会計期間 

(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日)

前事業年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日)

１株当たり純資産額 ― 3,787円81銭 ―

１株当たり中間純利益 ― 318円10銭 ―

潜在株式調整後１株当たり 
中間純利益

 ― 潜在株式調整後１株当た
り中間純利益金額について
は、当社株式は非上場であ
り、かつ非登録のため、期
中平均株価が把握できませ
んので記載しておりませ
ん。

― 

前中間会計期間末
(平成18年３月31日）

当中間会計期間末
(平成19年３月31日)

前事業年度末 
(平成18年９月30日)

中間貸借対照表の純資産の部の合
計額(千円)

― 4,590,449 ―

 普通株式に係る純資産額(千円) ― 4,590,449 ―

 普通株式の発行済株式数(千株) ― 1,404 ―

 普通株式の自己株式数(千株) ― 192 ―

  １株当たり純資産額の算定に用  
 いられた普通株式の数(千株)

― 1,211 ―

前中間会計期間 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

前事業年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日)

中間純利益(千円) ― 384,283 ―

普通株主に帰属しない金額
(千円)

― ― ―

普通株式に係る中間純利益
(千円)

― 384,283 ―

普通株式の期中平均株式数
(千株)

― 1,208 ―

 希薄化効果を有しないた
め、潜在株式調整後１株当
たり中間純利益の算定に含
まれなかった潜在株式の概
要

― 新株予約権
株主総会の特別決議日 
    平成16年３月11日 
          28,080株 
    平成16年12月24日 
         47,080株 
 詳細については、「第
４  提 出 会 社 の 状 況
１ 株式等の状況 (2) 新
株予約権等の状況」に記
載のとおりであります。

―



前へ 

(重要な後発事象) 

  

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年10月１日
至 平成18年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年10月１日
至 平成19年３月31日)

前事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

子会社の吸収合併

 ①その旨及び目的

  当社は、平成18年1月24日開催

の取締役会において、当社の

100％出資子会社である株式会社

ロキエンジと合併することを決議

し、同日合併契約を締結しまし

た。その目的は、同社が行うオゾ

ン関連事業と、当社が行うフィル

ター関連事業を集約し顧客情報等

の経営資源を活用し、事務管理業

務を効率化することであります。

合併後は相互の顧客への拡販を図

ることで相乗効果が生まれるもの

と考えております。

       ―        ―

 ②合併の方法、合併後の名称

  簡易合併の方法により合併し、

株式会社ロキエンジは解散し、当

社が存続会社となり、その会社名

は、株式会社ロキテクノとなりま

す。

 ③合併比率、合併交付金等

  存続会社の株式会社ロキテクノ

は、株式会社ロキエンジの全株式

を保有している為、新株式の発行

は行われず、合併交付金の支払は

行いません。また、合併により発

行する株式の種類及び数、増加す

べき資本もありません。

 ④引き継ぐべき利益準備金、任意

積立金等の額及び資産・負債の額

  平成18年3月31日現在引き継ぐ

べき利益準備金・任意積立金の額

及び資産・負債の額は、下記の通

りであります。

利益準備金 －千円

任意積立金 －千円

当期未処分利益 －千円

資産 167,179千円

負債 27,445千円

 ⑤相手会社の主な事業の内容、規

模（直近期の売上高、当期純利

益、資産・負債及び資本の額、従

業員数）

  平成18年9月期中間期

売上高 109,571千円

当期純損失 18,505千円

資産 167,179千円

負債 27,445千円

資本 139,734千円

従業員数 13人

 ⑥合併期日 

  平成18年4月1日



(2) 【その他】 

中間配当 

当社では、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題と位置づけており、今後の事業展開と経営

体質強化に必要な内部留保を確保しつつ、業績に裏付けられた適正な利益配分の継続を基本方針として

おります。 

上記方針に基づき、当中間配当については、平成19年５月８日開催の取締役会において、平成19年３

月31日の最終の株主名簿に記載または記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行なうことを決議

いたしました。 

    ①中間配当の総額                 83,621,100円 

    ②１株当たりの中間配当金               69円00銭 

    ③支払い請求権の効力発生日及び支払開始日   平成19年６月８日 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  (1)有価証券報告書    事業年度 自 平成17年10月１日    平成18年12月21日 
    及びその添付書類   (第29期) 至 平成18年９月30日    関東財務局長に提出 

  

  (2)有価証券報告書の   事業年度 自 平成17年10月１日    平成19年１月10日 
    訂正報告書      (第29期) 至 平成18年９月30日    関東財務局長に提出 

  

  (3)有価証券報告書の   事業年度 自 平成16年10月１日    平成19年３月14日 
    訂正報告書      (第28期) 至 平成17年９月30日    関東財務局長に提出 

  

  (4)有価証券報告書の   事業年度 自 平成17年10月１日    平成19年３月14日 
    訂正報告書      (第29期) 至 平成18年９月30日    関東財務局長に提出 

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

株式会社ロキテクノ 

 

  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ロキテクノの平成17年10月１日から平成18年９月30日までの連結会計年度の中間連結会計期

間(平成17年10月１日から平成18年３月31日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査

を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社ロキテクノ及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間(平成17年10月１日から平成18年３月31日まで)の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

 

平成18年６月１日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  松  野  雄 一 郎  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  井  上  隆  司  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

株式会社ロキテクノ 

 

  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ロキテクノの平成17年10月１日から平成18年９月30日までの第29期事業年度の中間会計期間

(平成17年10月１日から平成18年３月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損

益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社ロキテクノの平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間(平成17年10月１日から平成18年３月31日まで)の経営成績の状況に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成18年４月１日を合併期日として株式会社ロキエ

ンジと合併した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

平成18年６月１日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  松  野  雄 一 郎  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  井  上  隆  司  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

株式会社ロキテクノ 

 

  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ロキテクノの平成18年10月１日から平成19年９月30日までの第30期事業年度の中間会計期間

(平成18年10月１日から平成19年３月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中

間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社ロキテクノの平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

会計期間(平成18年10月１日から平成19年３月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

平成19年６月１日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  松  野  雄 一 郎  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  三  富  康  史  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。
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